









































リンストン大学に提出した博士論文「Social Change and the Individual 


































































































































































































































































































＊ 那須野隆一については『人物でつづる戦後社会教育』（国土社、2015 年）88－93 頁、

















































注 12 典型的には大塚久雄『共同体の基礎理論』1955 岩波書店、水田洋『近代人
の形成—近代社会観成立史』1954 東京大学出版会、など。
注 13 Gert J.J Biesta, Learning Democracy in School and Society,　Education, 
Lifelong Learning and the Politics of Citizenship, 2011、（邦訳ガート・ビー
スタ、上野正道他訳『民主主義を学習する─教育・生涯学習・シティズ
 ンシップ 』 勁 草 書 房 2014） Audrey Osler and Hugh Starkey, Changing 
Citizenship-Democracy and Inclusion in Education, Open University Press, 
2005, （邦訳オードリー・オスラー、ヒュー・スターキー『シティズンシッ
プと教育』2009 勁草書房） 
注 14 例えば、ジョック・ヤング、木下ちがや他訳『後期近代の目眩』2008 青土社、
ウルリッヒ・ベック他、松尾他訳『再帰的近代化』1997 而立書房、参照
注 15 ウルリヒ・ベック、東廉他訳『危険社会』1998 法政大学出版会参照
注 16 ジグムント・バウマン、森田典正訳『リキッド・モダニティ――液状化す







注 19 『戦後日本の教育と教育学』 （講座 教育実践と教育学の再生）2014 かもがわ
出版、所収の佐藤広美、田中孝彦等の論稿は、報告者の問題意識に近い。

















注 25 注４文献及び森田道雄, 「続・1980 年代の「恵那の教育」の到達点（1）－（3）」, 
『福島大学人間発達文化学類論集』 第 10 号～ 12 号、 2009
注 26 辻智子『繊維女性労働者の生活記録運動』2015 北海道大学出版会
注 27 姉崎洋一「転換期の英国大学と大学成人教育の岐路─リーズ大学を中心に」
『北海道大学大学院教育学研究科紀要』第 93 号、2004、姉崎洋一「転換期
の英国成人教育と新たな課題」141 ～ 146 頁、雑誌『経済』2015 年 10 月号、
新日本出版社、鈴木敏正・姉崎洋一編『持続可能な包摂型社会への生涯学
習』大月書店、2011
注 28 Rebecca O’Rourke, Creative Writing, Education, Culture and Community, 
Niace, 2005　









注 32 例えば、木下ちがや『ポピュリズムと「民意」の政治学』2017 大月書店、
セリーナ・トッド『ザ・ピープル─イギリス労働者階級の盛衰』2016 みす
ず書房、Selina Todd “THE PEOPLE”2014, John Murray、キャロリン・
M・クラーク「成人期のナラティブ学習」、シャラン・B・メリアム編『成
人学習理論の新しい動向』福村出版、2010 及び、Bradbury, H., Frost, N., 
Kilminster, S. and Zukas, M.（2009）．Beyond reflective practice：new 
approaches to professional lifelong learning. Routledge.
20　 生活をとらえ、綴り、表現する学習の現代的再検討
※ この論考は、科研費研究、基盤研究（C）研究代表：姉崎洋一「共同学習・生
活史学習の教育学的再検討―歴史・比較・実証研究」（2014－2017、課題番号：
2638106004）での日英シンポジウム、北海道大学（2017. 11. 27）での報告を基に
している。
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